
令和 8 年 3 月

令和 8 年度 令和 17 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,488 円(税込) 3,057 円(税込)

3,488 円(税込) 3,321 円(税込)

3,488 円(税込) 3,052 円(税込)

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

　平成５年度
（供用開始後31年）

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

別添２－1

渡嘉敷村下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 沖縄県渡嘉敷村

事 業 名 ： 渡嘉敷村特定環境保全公共下水道事業

処 理 場 数 　１箇所（過去に処理場の統合・廃止はしていない。）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　過去に広域化・共同化・最適化は実施していない。

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。

　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備

（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。

　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統

廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

一 般 家 庭 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般排水（種別）
基本料金１箇月につき８㎥まで　　　　　９５４円
超過料金（９m3～１５m3）１m3につき　　１２６円
　　〃　　 （１６m3～４０m3）１m3につき　１４１円
　　〃　　 （４１m3以上）１m3につき　　　１７２円
上記で算定した額に消費税相当額を加えた額

　一部適用

処 理 区 域 内 人 口 密 度 　15.6人/ha
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
　無

処 理 区 数 　１区（過去に処理区の統合・縮小・廃止は実施していない。）

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般排水と同様

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般排水と同様

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和４年度

令和５年度 令和５年度

令和６年度 令和６年度

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。



③ 組　織

＜組織体制＞

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

総務課長

民生課長

村長 副村長 観光産業課長
上下水道係兼農水係　1名

上下水道係兼林務係　１名

職 員 数 　観光産業課内に上下水道事業担当を２名配置しているが、それぞれ農水係及び林務係との兼務となっている。

事 業 運 営 組 織 　観光産業課において事業執行している。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用

　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4
　該当なし

 イ　土地・施設等利用

　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5
　該当なし

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。

*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

船舶課長

会計課長

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託

　　　（包括的民間委託を含む）

　下水道施設維持管理（休日・祝日のみ）及び検針業務委託、自家用電気工
作物保守管理業務委託、下水道水質検査業務委託、汚泥移送業務委託、
施設維持管理（計器・ポンプ等）を民間委託している。

 イ　指定管理者制度 　該当なし

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 　該当なし

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

令和６年度経営比較分析表を添付している。
　経営の健全性について、①経常収支比率は85.10％と100％を下回り、また、②累積欠損金比率も44.55％となっていることから経営の収益性に課題がある
と考える。
③流動比率は135.03%、④企業債残高対事業規模比率は522.25%となっており、類似団体平均値よりよい状況にあることから経営の安全性については現時
点では確保されていると考える。
⑥汚水処理原価が311.32円と類似団体平均値を大きく上回っていることにも起因して、⑤経費回収率は類似団体平均値を大きく下回る51.32％にとどまって
おり、一般会計からの繰入金によって経営を維持している厳しい経営状況にある。
　経営の効率性に関して、⑦施設利用率が22.67％と類似団体平均値を大きく下回っている一方で、⑧水洗化率は100.0%と類似団体平均値を上回っている
ことから、施設の有効利用について課題があると考える。
　老朽化の状況について、　①有形固定資産減価償却率は6.27%で類似団体平均を大きく下回っているが、これは地方公営企業法適用初年度の決算という
ことが大きく影響しているものと考えられる。
②管渠老朽化率は0.00%となっており、法定耐用年数を経過した管渠は現時点ではないが、今後は、事業開始当初に建設した管渠が法定耐用年数を順次
迎えることから、計画的に管渠の更新を行っていく必要がある。
なお、③管渠改善率は0.00％となっている。



２．将来の事業環境

（１）

単位：人

（２）

単位：㎥

（１）処理区域内人口の予測は微減傾向を示しているが、コロナ下で減少した観光入域客数が増加傾向にあると考えられるため、直近２年間の伸び率を採用
し予測している。

処理区域内人口の予測

　本村の下水道整備水準としては、長期目標としての下水道処理人口普及率を３３％としており、村全体を予定処理区域とはしていない。
しかし、予定処理区の整備率は１００％（接続率１００％）となっており、処理区域内人口は村全体人口の微減状況と同様に微減していくものと予測している。

有収水量の予測

2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年 2033年 2034年 2035年

年度 令和7年 令和8年 令和9年 令和10年 令和11年 令和12年 令和13年 令和14年 令和15年 令和16年 令和17年

村独自推計 39,550 39,495 39,495 39,440 39,440 39,385 39,330 39,275 39,165 39,110 39,055

社人研推計 39,550 39,377 39,202 38,969 38,795 38,620 38,503 38,387 38,329 38,212 38,096

水量実績による推計 39,550 41,612 43,674 45,735 47,797 49,859 51,921 53,983 56,045 58,106 60,168
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令和7年 令和8年 令和9年 令和10年 令和11年 令和12年 令和13年 令和14年 令和15年 令和16年 令和17年

人口推計の比較

村独自推計 社人研推計

年度 令和7年 令和8年 令和9年 令和10年 令和11年 令和12年 令和13年 令和14年 令和15年 令和16年 令和17年

村独自推計 251 251 251 251 251 250 250 250 249 249 248

社人研推計 236 235 234 233 232 231 230 230 229 228 228
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令和7年 令和8年 令和9年 令和10年 令和11年 令和12年 令和13年 令和14年 令和15年 令和16年 令和17年

水量推計の比較

村独自推計 社人研推計 水量実績による推計



（３）

（４）

（５）

使用料収入の見通し

（２）有収水量の予測値に過去３年間の使用料単価平均値を乗じ、令和６年度実績の１０％増加を上限として推計している。但し、令和12年度に料金改定（４
２％アップ）を想定している。

単位：千円

施設の見通し

平成５年の供用開始から３１年を経過していることから施設更新にあったては、ストックマネジメント計画に基づき財政負担の平準化を図るとともに、財源とな
る補助・企業債メニューに注視し、より有利な条件での活用を考慮しながら優先順位を設定して実施していく。また更新時においては耐震化を推進する。

組織の見通し

　今後の見通しとしては、担当を増員することは困難なであり、管路修繕及び管路整備、施設の老朽化対策など、引き続き１名（他の業務と兼務）で対応せざ
るを得ないことから、維持管理業務等については今後も民間事業者への委託を継続する。
　併せて、観光産業課内業務分担の見直すことを検討する。

2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年 2033年 2034年

年度 令和7年 令和8年 令和9年 令和10年 令和11年 令和12年 令和13年 令和14年 令和15年 令和16年

村独自推計 5,494 5,494 5,736 5,728 5,728 8,123 8,111 8,100 8,077 8,066

社人研推計 5,494 5,494 5,694 5,660 5,634 7,965 7,941 7,917 7,905 7,881

2025年 2026年 2027年 2028年 2029年 2030年 2031年 2032年 2033年 2034年 2035年

年度 令和7年 令和8年 令和9年 令和10年 令和11年 令和12年 令和13年 令和14年 令和15年 令和16年 令和17年

村独自推計 5,494 5,494 5,736 5,728 5,728 8,123 8,111 8,100 8,077 8,066 8,055

社人研推計 5,494 5,494 5,694 5,660 5,634 7,965 7,941 7,917 7,905 7,881 7,857

水量実績による推計 5,494 5,494 6,319 6,319 6,319 8,972 8,972 8,972 8,972 8,972 8,972
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令和7年 令和8年 令和9年 令和10年 令和11年 令和12年 令和13年 令和14年 令和15年 令和16年 令和17年

料金収入推計の比較

村独自推計 社人研推計 水量実績による推計



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　経費回収率向上に向けたロードマップ

１　ロードマップ

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

２　業務目標

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

32.0% 32.6% 32.8% 32.4% 44.1% 42.8% 42.2% 40.5% 40.0% 39.3%

5,492 6,319 6,319 6,319 8,972 8,972 8,972 8,972 8,972 8,972

17,166 19,355 19,267 19,476 20,347 20,954 21,261 22,158 22,425 22,805

①　取り組み期間

②　経費回収率向上に向けた取り組み

目 標

　平成５年の供用開始から３１年を経過していることから施設更新にあったては、ストックマネジメント計画に基づき財政負担
の平準化を図るとともに、更新時においては耐震化を推進する。

目 標

　投資財源となる補助・企業債メニューに注視し、より有利な条件での活用を図るものとする。
　下水道使用料については、事業経営の根本となるものと認識しており、適正使用料水準の検討を継続して行うが、離島
下水道事業であることに起因する経費については、一般会計からの繰入金で対応する。

　下水道使用料の確保について、地方公営企業法第２１条第２項に規定される「公正妥当」を逸脱することがないよう留意し、一般家庭用以外の使用者の料
金区分を検討する。
　地方公営企業法財務適用に伴い、現金収支の不足分を繰り入れるという方法を可能な限り見直し、下水道使用料対象原価の把握に努める。

　本村の特定環境保全公共下水道事業は、これまで資金収支の不足額を一般会計からの基準外繰入金で補てんし事業を運営してきたため、経
費回収率が低い状況にあった。
　離島下水道事業に起因する繰入金以外の基準外繰入金については見直しを行うと共に、効果的な施設の維持管理を行い費用の縮減を行うこ
ととしたい。
　本村上位計画と経営戦略の関連性、下水道使用料改定検討のロードマップは次のとおりである。

　本村第５次総合計画基本構想に掲げる　むらの将来像　「だれもが、生きがいと幸せを実感し、こころ穏やかにすごせる碧島　渡嘉敷村」を築いていくため
に　特定環境保全下水道事業として、本村の衛生環境を守り維持して、多角的な視点から持続可能な下水道事業を運営することを基本方針とする。
　施設更新は、ストックマネジメント計画に基づき財政負担の平準化を図るとともに、財源となる補助・企業債メニューに注視し、より有利な条件での活用を考
慮しながら優先順位を設定して実施していく。また更新時においては耐震化を推進する。

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

単位：千円

経費回収率（a/b）

使用料収入（a）

汚水処理費用（b）

令和８年度から令和１７年度

　　　　　　　　　　　　　　　年度

項目

渡嘉敷村総合計画

渡嘉敷村人口ビジョン

経営戦略期間(当初)

経営戦略期間(改定)

使用料の検討

経費回収率は、計画最終年度（令和１7年度）に39.3％となっているが、40％を維持目標として、次のことに取り組んでいく。
・他部署と連携し人口減少問題に積極的に取り組むこととする。
・個々の施設について適正規模を検討し、維持管理費用の軽減に努める。
なお、物価高騰傾向が継続し、経費回収率の悪化が見込まれる場合には、令和１2年度をめどに使用料改定（42%程度）を検討する。



④　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

広域化・共同化・最適化に関する事項
　本村の地形的条件から施設の広域化・共同化することは困難であるが、個々の施設及について最
適化を検討し、維持管理費用の軽減に努める。

投資の平準化に関する事項
　施設更新は、財政負担の平準化及び財源となる補助・企業債メニューに注視し、より有利な条件
での活用を考慮しながら優先順位を設定して実施していく。また更新時においては併せて耐震化を
検討する。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

　ウォターPPP等について、国の施策動向に注視し検討する。

　投資以外の経費については、概ね令和２年度から令和６年度（５年間）決算額平均を基礎数値として、物価上昇率を３％として算出している。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取
組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その

内容等を記載すること。

その他の取組 　該当なし

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、

PPP/PFIなど）
　ウォターPPP等について、国の施策動向に注視し検討する。

職員給与費に関する事項
　職員を増員する予定がないため、維持管理業務等については今後も民間事業者への委託を継続
する。

その他の取組 　該当事項なし

使用料の見直しに関する事項

　地方公営企業法財務適用に伴い、現金収支の不足分を繰り入れるという方法を見直し、下水道使
用料対象原価把握に努め適正使用料水準を検討する。
　併せて、現行使用料が１区分しかないことから、使用料確保の観点からも家事用と家事以外用に
区分することを検討する。

資産活用による収入増加
の取組について

　該当なし

委託費に関する事項
　職員数との関連で継続的に委託しなければならない業務についても、適宜、委託内容を点検す
る。

その他の取組 　該当なし

動力費に関する事項 　更新時期に省エネルギー設備の導入を検討する。

薬品費に関する事項 　該当なし

修繕費に関する事項 　定期的な管路点検を行い、早期修繕にあたることで、将来の維持管理コストの抑制を図る。



５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　毎年度の決算において計画との比較検証を行い、進捗状況の管理を行う。
　経費回収率目標と著しく乖離した場合には、使用料改定を検討する。
　計画開始５年度を経過した時期に、経営戦略を改定する。



基準額⼊⼒ （単位︓千円，％）
年　　　　　　度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度 2035年度

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度

区　　　　　　分 (決算) (決算⾒込)

１． (A) 5,955 5,494 5,494 6,319 6,319 6,319 8,972 8,972 8,972 8,972 8,972 8,972
(1) 5,955 5,492 5,492 6,319 6,319 6,319 8,972 8,972 8,972 8,972 8,972 8,972
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0
２． 15,083 18,432 16,748 23,843 23,428 24,700 22,404 23,379 24,905 25,237 25,772 24,235
(1) 4,543 8,830 6,872 17,075 15,593 16,268 14,443 15,764 16,954 16,979 16,850 15,033

2,010 4,276 4,283 11,931 10,537 11,113 8,442 9,156 10,038 9,167 8,771 6,574
2,533 4,554 2,589 5,144 5,056 5,155 6,001 6,608 6,916 7,812 8,079 8,459

(2) 10,523 9,601 9,875 6,768 7,835 8,432 7,961 7,614 7,951 8,258 8,922 9,202
(3) 17 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0

(C) 21,038 23,926 22,242 30,162 29,747 31,019 31,376 32,351 33,877 34,209 34,744 33,207
１． 24,247 30,031 27,041 26,123 27,102 27,909 28,308 28,568 29,213 30,416 31,347 32,007
(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 11,192 15,876 14,577 14,211 14,211 14,321 14,346 14,346 14,346 14,346 14,346 14,346
2,897 2,961 2,962 3,050 3,141 3,235 3,256 3,256 3,256 3,256 3,256 3,256
1,800 1,745 455 468 482 497 500 500 500 500 500 500

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
6,495 11,170 11,160 10,693 10,588 10,589 10,590 10,590 10,590 10,590 10,590 10,590

(3) 13,055 14,155 12,464 11,912 12,891 13,588 13,962 14,222 14,867 16,070 17,001 17,661
２． 476 682 973 1,901 1,728 1,697 1,334 1,319 1,252 1,162 1,104 853
(1) 334 335 654 816 770 687 566 487 339 329 307 256
(2) 142 347 319 1,085 958 1,010 768 832 913 833 797 597

(D) 24,723 30,713 28,014 28,024 28,830 29,606 29,642 29,887 30,465 31,578 32,451 32,860
(E) △ 3,685 △ 6,787 △ 5,772 2,138 917 1,413 1,734 2,464 3,412 2,631 2,293 347
(F) 1,032 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 1,032 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 2,653 △ 6,787 △ 5,772 2,138 917 1,413 1,734 2,464 3,412 2,631 2,293 347
(I) △ 2,653 △ 9,440 △ 15,212 △ 13,074 △ 12,157 △ 10,744 △ 9,010 △ 6,546 △ 3,134 △ 503 1,790 2,137
(J) 14,920 8,737 9,287 11,734 14,250 16,639 18,649 20,577 22,111 23,934 25,877 26,819

1,099 2,770 3,346 3,353 3,353 3,353 3,353 3,353 3,353 3,353 3,353 3,353
(K) 8,472 2,019 3,593 4,244 4,861 6,169 7,540 8,837 8,912 8,825 8,159 8,383

307 1,969 3,543 4,194 4,811 6,119 7,490 8,787 8,862 8,775 8,109 8,333
6,500 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
1,615 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 5,955 5,494 5,494 6,319 6,319 6,319 8,972 8,972 8,972 8,972 8,972 8,972

(N)

(O)

(P)

健全化法第22 条に より 算定 した
資 ⾦ 不 ⾜ ⽐ 率(（N）/（P）×100)

△ 34.9 △ 6

地 ⽅ 財 政 法 に よ る
資 ⾦ 不 ⾜ の ⽐ 率(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 ⾏ 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 ⾦ の 不 ⾜ 額
健 全 化 法 施 ⾏ 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 ⾦ 不 ⾜ 額
健 全 化 法 施 ⾏ 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

地⽅財政法施⾏令第15条第１項により算定 した
資 ⾦ の 不 ⾜ 額

営 業 収 益 － 受 託 ⼯ 事 収 益 (A)-(B)

△ 276.9 △ 206.9 △ 192.4 △ 170.0 △ 100.4 △ 73.0△ 171.8

う ち 未 払 ⾦

累 積 ⽋ 損 ⾦ ⽐ 率 （ ×100 ） △ 44.6

う ち ⼀ 時 借 ⼊ ⾦

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ ⼜ は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 ⾦ ⼜ は 累 積 ⽋ 損 ⾦
流 動 資 産

う ち 未 収 ⾦
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分

そ の 他
⽀ 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

収

益

的

⽀

出

修 繕 費
材 料 費
そ の 他

営 業 外 費 ⽤
⽀ 払 利 息

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 ⼒ 費

収

益

的

収

⽀

収

益

的

収

⼊

営 業 収 益
料 ⾦ 収 ⼊
受 託 ⼯ 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
補 助 ⾦

他 会 計 補 助 ⾦

減 価 償 却 費

資 本 費 繰 ⼊ 収 益
⻑ 期 前 受 ⾦ 戻 ⼊
そ の 他

収 ⼊ 計
営 業 費 ⽤

職 員 給 与 費



（単位︓千円，％）
年　　　　　度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度 2035年度

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度

区　　　　　分 (決算) (決算⾒込)

１． 1,400 13,800 0 12,363 12,716 11,542 8,927 8,402 4,508 7,260 8,404 7,292
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
３． 0 0 0 1,545 1,590 2,099 1,623 1,062 4,425 2,037 1,050 911
４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
６． 3,444 25,730 1 24,726 25,432 21,336 16,501 16,773 17,314 16,955 16,807 18,042
７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
９． 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 4,844 39,531 2 38,634 39,738 34,977 27,051 26,237 26,247 26,252 26,261 26,245

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 4,844 39,531 2 38,634 39,738 34,977 27,051 26,237 26,247 26,252 26,261 26,245
１． 2,924 40,170 0 41,291 40,198 35,437 27,512 26,697 26,707 26,712 26,720 26,706

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
２． 0 308 1,970 3,544 4,194 4,811 6,118 7,489 8,787 8,861 8,775 8,108
３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 2,924 40,478 1,970 44,835 44,392 40,248 33,630 34,186 35,494 35,573 35,495 34,814

(E) △ 1,920 947 1,968 6,201 4,654 5,271 6,579 7,949 9,247 9,321 9,234 8,569

１． △ 1,920 0 0 4,435 3,456 4,180 5,726 7,144 8,795 8,620 8,429 7,864
２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
３． 0 947 1,055 0 0 0 0 0 0 0 0 0
４． 0 0 913 1,766 1,198 1,091 853 805 452 701 805 705

(F) △ 1,920 947 1,968 6,201 4,654 5,271 6,579 7,949 9,247 9,321 9,234 8,569
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 31,100 48,392 52,122 60,941 69,463 76,194 79,003 79,916 75,637 74,036 73,665 72,849

○他会計繰⼊⾦
年　　　　　度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度 2035年度

区　　　　　分 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度

4,706 9,145 8,158 19,211 18,027 18,962 17,720 19,674 21,426 21,481 21,299 19,131
163 315 1,286 2,136 2,433 2,694 3,276 3,909 4,472 4,503 4,450 4,099

4,543 8,830 6,872 17,075 15,594 16,268 14,444 15,765 16,954 16,978 16,849 15,032
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,706 9,145 8,158 19,211 18,027 18,962 17,720 19,674 21,426 21,481 21,299 19,131

う ち 基 準 外 繰 ⼊ ⾦
資 本 的 収 ⽀ 分

う ち 基 準 内 繰 ⼊ ⾦
う ち 基 準 外 繰 ⼊ ⾦

合 計

う ち 基 準 内 繰 ⼊ ⾦

資本的収⼊額が資本的⽀出額に
不⾜する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 ⾦
利 益 剰 余 ⾦ 処 分 額
引 継 ⾦
そ の 他

計
補 塡 財 源 不 ⾜ 額 (E)-(F)

他 会 計 借 ⼊ ⾦ 残 ⾼
企 業 債 残 ⾼

収 益 的 収 ⽀ 分

資

本

的

⽀

出

建 設 改 良 費
う ち 職 員 給 与 費
企 業 債 償 還 ⾦
他 会 計 ⻑ 期 借 ⼊ 返 還⾦
他 会 計 へ の ⽀ 出 ⾦
そ の 他

計

純 計 (A)-(B)

資

本

的

収

⽀

資

本

的

収

⼊

企 業 債
う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 出 資 ⾦
他 会 計 補 助 ⾦
他 会 計 負 担 ⾦
他 会 計 借 ⼊ ⾦
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助⾦
固 定 資 産 売 却 代 ⾦
⼯ 事 負 担 ⾦
そ の 他

計
(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる⽀出の財源充当額



　①有形固定資産減価償却率は6.27%で類似団体平均を

大きく下回っているが、これは地方公営企業法適用初年

度の決算ということが大きく影響しているものと考えら

れる。

　②管渠老朽化率は0.00%となっており、法定耐用年数

を経過した管渠は現時点ではないが、今後は、事業開始

当初に建設した管渠が法定耐用年数を順次迎えることか

ら、計画的に管渠の更新を行っていく必要がある。

　なお、③管渠改善率は0.00％となっている。

2. 老朽化の状況

全体総括

　今後は、行政人口の減少に伴う利用人口の減少が見込

まれる中、施設の更新投資が必要となることから、下水

道事業サービスを将来にわたって安全で安定的に提供し

続けるため、計画的に経営改善に取り組む必要があると

考える。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

令和6年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　地方公営企業法適用初年度の決算となる。

　①経常収支比率は85.10％と100％を下回り、また、②

累積欠損金比率も44.55％となっていることから経営の

収益性に課題があると考える。

　一方、③流動比率は135.03%、④企業債残高対事業規

模比率は522.25%となっており、類似団体平均値よりよ

い状況にあることから経営の安全性については現時点で

は確保されていると考える。

　⑥汚水処理原価が311.32円と類似団体平均値を大きく

上回っていることにも起因して、⑤経費回収率は類似団

体平均値を大きく下回る51.32％にとどまっており、一

般会計からの繰入金によって経営を維持している厳しい

経営状況にある。

　経営の効率性に関して、⑦施設利用率が22.67％と類

似団体平均値を大きく下回っている一方で、⑧水洗化率

は100.0%と類似団体平均値を上回っていることから、施

設の有効利用について課題があると考える。

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

- 81.26 34.76 100.00 2,797 219 0.14 1,564.29 【】

当該団体値（当該値）

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2) －

グラフ凡例
法適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D1 非設置 665 19.23 34.58 ■

経営比較分析表（令和6年度決算）
沖縄県　渡嘉敷村

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 0.00

平均値 - - - - 0.27

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 85.10

平均値 - - - - 103.79

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 6.27

平均値 - - - - 34.59

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 0.00

平均値 - - - - 0.10

①経常収支比率(％)

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 44.55

平均値 - - - - 53.87

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 135.03

平均値 - - - - 46.37

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 522.25

平均値 - - - - 1,062.58

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 51.32

平均値 - - - - 80.36

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 311.32

平均値 - - - - 201.33

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 22.67

平均値 - - - - 44.79

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

R02 R03 R04 R05 R06

当該値 - - - - 100.00

平均値 - - - - 88.68

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【105.07】 【63.54】 【50.90】 【1,099.15】

【86.31】【43.17】【225.78】【72.92】

【30.82】 【0.06】 【0.15】


